
法科大学院におけるＩＣＴの
活用状況調査（結果概要）

参考資料



遠隔授業の実施状況について

● 遠隔授業の実施の有無（Ｎ＝６８）

実施したことはない５３校

実施中１０校

過去に実施５校

実施の実績有

22.1％

● 遠隔授業の実施方法（Ｎ＝１５）複数回答可

0 5 10 15

ＴＶ会議システムにより自大学
の他キャンパスとの間で実施

タブレット端末等を用いて外出先から授業に参加

12校

4校

1校

ＴＶ会議システムにより他大学との間で実施

● 遠隔授業実施の目的や理由（Ｎ＝１５）自由記述

0 2 4 6 8 10 12

遠隔地のＬＳとの連携を効果的に進めるため

有職社会人の利便性向上のため

その他

11校

4校

3校

全体の約２割の法科大学院が、これまでに遠隔授業を実施。

実施校の多くは、他大学との連携や社会人の利便性向上のために遠隔授業を活用。

12校

１※自由記述については、回答内容を項目別にまとめているため、各項目の合計は回答校数と一致しない。



補助教職員の配置について

配置していない ６校

配置している（又は過去
に実施していた時には
配置していた） ９校

補助教職員の
配置実績有

60.0％

● 補助教職員の配置の有無（Ｎ＝１５）

● 補助教職員の身分（Ｎ＝９）複数回答可

0 2 4 6 8

授業担当以外の他の教員

システムを管理する他の部門の
事務職員

12

2校

1校

法科大学院を担当する事務職員

3校

7校

その他

0 5 10

● 補助教職員の役割（Ｎ＝８）任意回答・自由記述

7校配信用機材の使用補助や
障害発生時における対応

2校 レジュメの配布などの
授業補助

一部の科目に配置
２校

全ての科目に配置
７校

● 補助教職員の配置科目（Ｎ＝９）

遠隔授業を実施している大学のうち約半数が全ての科目に補助教職員を配置。

配置される補助教職員の多くは法科大学院を担当する事務職員で、機材の使用補助や障
害発生時における対応が主な役割となっている。

● 補助教職員を配置していない理由（Ｎ＝６）
任意回答・自由記述

0 1 2 3 4

2校

2校

2校

予算の拠出が困難

配置する余裕がない

配置しなくても対応
可能

２※自由記述については、回答内容を項目別にまとめているため、各項目の合計は回答校数と一致しない場合がある。



遠隔授業に用いるシステム・機材について

0 5 10 15

パソコンとパソコンで通信する会議システム
（スカイプやそれに類するもの）

その他
（講義の度にテレビ会議システムを設置して接続）

4校

13校特定教室に配置されている会議や
授業のための専用システム

1校

● 遠隔授業に使用するシステム（Ｎ＝１５）複数選択可

多くの法科大学院が会議や授業のために配置されている専用のシステムを用いて、遠隔
授業を実施。

法科大学院としてシステムを保有しているところが多数であり、その操作等の詳細を把握し
ているのは、法科大学院の事務職員。

0 2 4 6 8 10 12

大学の他部門が遠隔授業を実施できるシステムを
保有しており、法科大学院が実施する遠隔授業に
自由に使用できる。

その他

1校

12校法科大学院としてシステムを保有しており、
自由に使用できる。

2校

● システムの管理状況（Ｎ＝１５）複数選択可

0 5 10 15

法科大学院の教員

その他

3校

13校法科大学院の事務職員

1校

5校

システムを管理する他の部門の事務職員

● システムの操作に詳しい者（Ｎ＝１５）複数選択可

３



教育効果を創出するための工夫と事後評価・検証について

0 2 4 6 8 10

授業終了後の質疑応答等
のフォローの充実（LMS
（ラーニング・マネジメント・
システム）の活用を含む）

授業開始前に教材を配布するなど、
受講者の理解の促進

5校

9校配信先の学生の態度に目を配るなど、授業の
進め方に配慮

4校

● 面接授業に相当する教育効果を創出するための工夫
（Ｎ＝１５）任意回答・自由記述

● 遠隔授業に対する事後評価・教育効果の検証の実施
（Ｎ＝１３）任意回答・自由記述

0 1 2 3 4 5 6

その他

特に実施していない

4校

6校授業後のアンケート実施などによる学生又は
教員からの評価の把握

3校

面接授業に相当する教育効果を創出するための工夫として、授業の進め方に配慮してい
る法科大学院が多数。

事後評価・教育効果の検証については、アンケートなどにより学生又は教員からの評価に
より把握。

４※自由記述については、回答内容を項目別にまとめているため、各項目の合計は回答校数と一致しない場合がある。



遠隔授業に関するFD・SDの実施について

遠隔授業に関するアンケートを教員・受講生対象に行い、アンケート結果の検討を行って
いる場合が多数。

遠隔授業に関して、何らかのFD・SDを実施している場合が多数。

0

1

2

3

4

5

6

授業アンケートの実施

2校

5校

3校

● 遠隔授業に関するFD・SDの実施（Ｎ＝９）任意回答・自由記述

2校

ICTを活用した授業方
法や機器の操作に関
する情報共有

ICTを活用した授業参
観の実施

通常のFDの一環として
実施

５※自由記述については、回答内容を項目別にまとめているため、各項目の合計は回答校数と一致しない。



遠隔授業の利点と課題について

0 2 4 6 8 10

ICTの活用による経費削減や
教員の負担軽減

その他

3校

9校大学間連携により生まれる教育効果

3校

4校

● 遠隔授業の利点（Ｎ＝１５）任意回答・自由記述 ● 遠隔授業の問題点・課題（Ｎ＝１４）任意回答・自由記述

0 1 2 3 4

システムの導入や維持にかかるコスト

教材の運用

3校

4校

2校

有職社会人の利便性の向上

3校対象科目や授業手法

対面授業を補完するための工夫 3校

大学間連携におけるロジスティックス

補助教職員等の配置

教職員のスキルの向上

3校

その他

2校

1校

遠隔授業を実施する利点として、多くの法科大学院が、大学間連携により互いの教育資源
を共有できることから生じる、教育水準の向上や多様化を挙げている。

一方、遠隔授業の問題点・課題として、システムにかかるコスト、対象科目や授業方法など
ハード面・ソフト面の両面が課題として挙げられている。

６※自由記述については、回答内容を項目別にまとめているため、各項目の合計は回答校数と一致しない。



遠隔授業の実施に関する各法科大学院の意向

● 今後の遠隔授業の実施について（Ｎ＝６８）

● 今後の他の法科大学院との連携の可能性（Ｎ＝６８）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

現在実施しており、今後、更に発展させたい

現在実施しているが、今後、縮小したい

現在実施していないが、今後実施する予定

現在実施していないが、今後実施を検討中

実施の予定はない

9校 1校 3校 12校 43校

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

現在連携しており、今後更
に連携先を拡大したい

現在連携しており、話があ
れば連携先を拡大したい

現在連携しているＬＳ以外
との連携は考えていない

現在連携していない
が、今後連携したい

現在連携していないが、話があ
れば連携を検討したい

連携は予定していない

4校 2校 2校 4校 18校 38校

４０％弱の法科大学院が、遠隔授業を実施、又は今後の実施を検討中。

４５％程度の法科大学院が、他の法科大学院との連携、又は今後の連携を検討中。

７



遠隔授業の普及に当たってのハードル

0 5 10 15

教職員のスキル・
知識

機器や通信環境

授業運営の工夫

対面授業との同等
性

実施にかかる費用

基準の策定

学生への学習サ
ポート

関係者の負担増加

その他

● 遠隔授業の本格的な普及のために何が必要と考えるか（Ｎ＝５４）任意回答・自由記述

機器や通信環境に関する意見が教員・職員ともに多く見られた。

スキル・知識や授業運営・教育効果に関する意見は教員に、補助教職員の配置や実施費用に
関する意見は職員に多く見られた。

【教員からの意見】 【職員からの意見】

0 5 10 15

機器や通信環境

補助教職員の配置

実施にかかる費用

教職員の知識・ス
キル

関係者の負担増加

対面授業との同等
性

授業運営の工夫

遠隔教育のニーズ

実施の意義付け

その他

８※自由記述については、回答内容を項目別にまとめているため、各項目の合計は回答校数と一致しない。



0

2

4

6

8

10

12

授業の予習・
復習のため

1校

10校

7校

録画授業等のオンデマンド配信の実施状況について

全体の約３割の法科大学院が、これまでに録画授業等のオンデマンド配信を実施。

実施校の多くは、授業の予習・復習、授業の欠席フォロー、有職社会人等への学修支援の
整備ためにオンデマンド配信を活用。

● オンデマンド配信の有無（Ｎ＝６８）

実施したことはない４８校

実施中１４校

過去に実施６校

実施の実績有

29.4％

● オンデマンド配信の目的や理由（Ｎ＝２０）任意回答・自由記述

システムはない３０校

法科大学院
として保有１５校

大学の他部門が
保有 ２３校

● オンデマンド配信のためのシステムの保有の有無
（Ｎ＝６８）

システムを保有
している割合

55.9％

6校

1校

授業の欠席
フォローのため

法学未修者・有職社会
人・修了者等への学修
支援の整備のため

遠隔地のLSとの大学間
連携を効果的に進める
ため

FDへの活用のため

９※自由記述については、回答内容を項目別にまとめているため、各項目の合計は回答校数と一致しない。



0 2 4 6 8 10 12

授業を遅刻・欠席した学生に
対し、フォローが可能となる

FDへの活用

5校

11校授業を補完し、理解を深めることができる

2校

5校

● オンデマンド配信の利点（Ｎ＝１９）任意回答・自由記述 ● オンデマンドの配信の問題点・改善点（Ｎ＝１３）
任意回答・自由記述

0 1 2 3 4

配信のための機器の修理・更新等に要する費用

情報漏えい対策

4校

1校

学生各自の環境に合わせた学
習が可能となる

3校同時性、双方向多方向性の欠如に
よる緊張感の欠如や理解の誤定着

著作権の保護に対する措置2校

配信設備等により、録画・
視聴ができない

2校

学生の利用の促進

2校

1校

録画授業等をオンデマンド配信する利点として、多くの法科大学院が、授業の補完や遅
刻・欠席フォロー、学生各自の環境に合わせた学習コンテンツの提供のために実施。

一方、配信に要する費用、同時性、双方向多方向性の欠如による緊張感の欠如や理解の
誤定着などに関する課題が挙げられた。

録画授業等のオンデマンド配信の利点と課題について

授業を録画する際に工夫が
必要

１０※自由記述については、回答内容を項目別にまとめているため、各項目の合計は回答校数と一致しない。



録画授業等のオンデマンド配信を止めた理由・実施しない理由について

オンデマンド配信を止めた理由としては、配信にかかる費用が拠出できなくなったこと、学
生の利用が広まらなかったことの２点が挙げられた。

オンデマンド配信を実施しない理由としては、多数の法科大学院が、対面指導を重視し、そ
の必要性を感じていないと回答している。

● オンデマンド配信を止めた理由（Ｎ＝４）
任意回答・自由記述

0 1 2 3

予算の拠出が困難

学生の利用が広まらな
かった

3 校

授業を補完し、理解を深めることができる

2校

0 5 10 15 20 25

対面指導の重視等により、必要性を感じていな
いため

22校

2校

9校

● オンデマンド配信を実施しない理由（Ｎ＝３９）
任意回答・自由記述

実施できる体制が整っていな
いため

8校 学生からのニーズがない
ため

1校

録音データを貸し出す方式で
代替しているため

授業への出席意欲の低下など
の影響を懸念

１１※自由記述については、回答内容を項目別にまとめているため、各項目の合計は回答校数と一致しない。



ラーニング・マネジメント・システム（LMS）の導入状況について

全体の約９割の法科大学院が、ラーニング・マネジメント・システムを導入。

主に、課題・レポートの提示、提出、回収やレジュメ・教材の配信など、授業運営に関する
機能を使用している法科大学院が多い。

導入していない
８校

導入している
６０校

● LMSの導入の有無（Ｎ＝６８）

導入の実績有

88.2％

● LMSの主な使用機能（Ｎ＝６０）任意回答・自由記述

0 10 20 30 40 50

12校

41校

● LMSを導入していない理由（Ｎ＝２）任意回答・自由記述

少人数教育によりきめ細かい指導が可能であり、
必要性があまり高くないため ・・・ ２校

38校

34校

24校

22校

21校

10校

9校

3校

課題・レポートの提示、提出、回収にかかる機能

レジュメ・教材の配信

学生への各種お知らせの掲載

法令・判例検索

小テストの実施

ディスカッションや質疑応答が
可能な機能

成績・履修管理

アンケートの実施

出席管理

１２※自由記述については、回答内容を項目別にまとめているため、各項目の合計は回答校数と一致しない場合がある。



0 10 20 30 40

学生の自学自修の効率向上

学生の学習到達度の把握

5校

32校授業運営にかかる利便性の向上

2校

29校

● LMSの利点（Ｎ＝５７）任意回答・自由記述 ● LMSの問題点・改善点（Ｎ＝４０）任意回答・自由記述

0 5 10 15

14校

授業外における教員―学生間
の双方向的な指導が可能

12校

システムの機能・運用

教職員・学生のスキル

8校

対面指導を補完するための工夫

6校

1校

LMSを導入する利点として、多くの法科大学院が、授業運営にかかる利便性の向上、学生
の自学自修の効率向上の２点を挙げている。

一方、課題として、LMSそのものの機能・運用に関する意見や、教職員・学生の利活用に
関する意見が多く挙げられている。

ラーニング・マネジメント・システム（LMS）の利点と課題について

導入や維持にかかるコスト7校 事務負担の軽減

教職員・学生の利活用

１３※自由記述については、回答内容を項目別にまとめているため、各項目の合計は回答校数と一致しない。



遠隔授業、学修支援以外の場面におけるICTを活用した取組について

【活用例】

志願者確保・・・遠隔授業システムを利用し他の大学法科大学院の入試説明会・個別相談

会を実施。

就職支援・・・修了者専用のLMSを設け、求人案内など就職活動に資する事項を掲載。

ＦＤ活動・・・自室に在席しながら、他の教員の授業参観を実施。

継続・リカレント教育・・・リーガルレカレント研究会をはじめとする各種の研究会等において、

活用。

0

2

4

6

8

10

12

志願者確保

7校

10校

8校

● 遠隔授業、学修支援以外の場面におけるICTを活用した取組（Ｎ＝２３）任意回答・自由記述

3校

就職支援 FD活動 継続・リカレント教育

１４※自由記述については、回答内容を項目別にまとめているため、各項目の合計は回答校数と一致しない。


